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内
容
に
つ
い
て
、
使
用
者
は
労
使
委
員

会
に
十
分
に
説
明
す
る
必
要
が
あ
る
と

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
た
め
、
㋐
説
明
を
行
な
う
項
目

だ
け
で
は
な
く
、
㋑
説
明
を
決
議
の
前

に
行
な
う
こ
と
に
つ
い
て
、
運
営
規
程

に
定
め
て
お
く
べ
き
で
す
。

　

本
書
式
例
で
は
、㋑
の
観
点
か
ら「
決

議
を
行
な
う
た
め
の
初
回
の
調
査
審
議

に
お
い
て
労
使
委
員
会
に
対
し
て
説
明

を
行
な
う
こ
と
」
と
定
め
て
い
ま
す
。

　

な
お
、「
評
価
制
度
お
よ
び
こ
れ
に

対
応
す
る
賃
金
制
度
の
内
容
」
に
つ
い

て
㋐
説
明
を
行
な
う
項
目
は
、
企
業
ご

と
の
評
価
制
度
や
給
与
制
度
等
に
応
じ

て
記
載
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

本
書
式
例
は
、
企
画
業
務
型
裁
量
労

て
、
労
使
委
員
会
の
㋒
運
営
規
程
に
定

め
る
必
要
事
項
（
企
画
業
務
型
裁
量
労

働
制
に
関
す
る
部
分
）
が
追
加
さ
れ
、

①　
（
企
画
業
務
型
裁
量
労
働
制
の
）

対
象
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
評
価
制

度
お
よ
び
こ
れ
に
対
応
す
る
賃
金
制

度
の
内
容
の
使
用
者
か
ら
の
説
明
に

関
す
る
事
項

②　
制
度
の
趣
旨
に
沿
っ
た
適
正
な
運

用
の
確
保
に
関
す
る
事
項

③　
労
使
委
員
会
を
６
か
月
以
内
ご
と

に
１
回
開
催
す
る
こ
と

を
新
た
に
定
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

運
営
規
程
に
必
要
事
項
が
定
め
ら
れ

て
い
な
い
場
合
、
労
働
時
間
の
み
な
し

の
効
果
は
生
じ
な
い
と
さ
れ
て
い
る
た

め
、
留
意
が
必
要
で
す
。

　

以
下
の
書
式
例
に
お
い
て
は
、
厚
労

省
の
運
営
規
程
例
を
ベ
ー
ス
に
上
記
①

～
③
の
点
に
絞
っ
て
解
説
し
ま
す
。

運
営
規
程
作
成
に
あ
た
っ
て
の 

留
意
点

●２①　
対
象
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
評
価

制
度
お
よ
び
こ
れ
に
対
応
す
る
賃
金

制
度
の
内
容
の
使
用
者
か
ら
の
説
明

に
関
す
る
事
項

　

企
画
業
務
型
裁
量
労
働
制
の
適
用
に

あ
た
っ
て
必
要
と
な
る
労
使
委
員
会
の

決
議
（
出
席
し
て
い
る
委
員
の
５
分
の

４
以
上
の
多
数
に
よ
り
決
議
す
る
こ
と

が
必
要
で
す
）
を
行
な
う
に
先
立
ち
、

対
象
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
評
価
制
度

お
よ
び
こ
れ
に
対
応
す
る
賃
金
制
度
の

労
使
委
員
会
の 

運
営
規
程
と
は

●１
　

企
画
業
務
型
裁
量
労
働
制
を
適
用
す

る
場
合
、
労
使
委
員
会
（
㋐
委
員
の
半

数
は
、
各
事
業
場
に
過
半
数
労
働
組
合

が
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
労
働
組

合
、
過
半
数
労
働
組
合
が
な
い
場
合
に

お
い
て
は
労
働
者
の
過
半
数
代
表
者
に

任
期
を
定
め
て
指
名
さ
れ
て
い
る
こ

と
、
㋑
委
員
会
の
議
事
録
が
作
成
さ

れ
、
保
存
さ
れ
る
と
と
も
に
、
労
働
者

に
周
知
が
図
ら
れ
て
い
る
こ
と
、
㋒
運

営
規
定
に
必
要
事
項
が
定
め
ら
れ
て
い

る
こ
と
等
を
満
た
さ
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
）
の
設
置
が
必
要
で
す
。

　

改
正
労
働
基
準
法
施
行
規
則
に
お
い 企

画
業
務
型
裁
量
労
働
制
に
関
す
る

運
営
規
程

２月号…建設業の36協定
３月号…募集要項
４月号…専門業務型裁量労働制の労使協定
５月号…障害者雇用における合理的配慮のための情報提供シート
６月号…企画業務型裁量労働制に関する運営規程
７月号　奨学金支援制度に関する規程

こ
と
し
４
月
か
ら
改
正
労
働
基
準
法
施
行
規
則
が
適
用
さ
れ
、
企
画

業
務
型
裁
量
労
働
制
に
関
す
る
労
使
委
員
会
も
対
応
が
必
要
で
す
。

そ
こ
で
今
回
は
、
労
使
委
員
会
の
運
営
規
程
（
企
画
業
務
型
裁
量
労

働
制
に
関
す
る
部
分
）に
つ
い
て
の
留
意
点
を
解
説
し
ま
す
。
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田
　
村
　
裕
一
郎

弁
護
士

古
　
田
　
裕
　
子

弁
護
士
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た
む
ら
　
ゆ
う
い
ち
ろ
う
　
多
湖
・
岩
田
・
田
村
法
律
事
務
所
弁
護
士
。YouTube

に

て
「
弁
護
士
田
村
裕
一
郎
チ
ャ
ン
ネ
ル
」
を
運
営
。

ふ
る
た
　
ひ
ろ
こ
　
多
湖
・
岩
田
・
田
村
法
律
事
務
所
弁
護
士
。

が
あ
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
た
め
、
本
書
式
例
で
は
、「
対

象
労
働
者
の
賃
金
水
準
や
制
度
適
用
に

係
る
特
別
手
当
の
実
際
の
支
給
状
況
、

評
価
結
果
等
に
関
す
る
分
布
を
労
使
委

員
会
に
開
示
す
る
」
こ
と
を
定
め
て
い

ま
す
。

　

開
示
の
頻
度
と
し
て
は
、「
６
か
月

ご
と
に
１
回
（
６
月
、
12
月
）」
と
し

て
い
ま
す
。

　

な
お
、
厚
労
省
の
運
営
規
程
例
で

は
、「
対
象
労
働
者
に
対
し
て
人
事
部

が
実
施
す
る
社
内
サ
ー
ベ
イ
に
お
い
て

業
務
量
や
業
務
に
お
け
る
裁
量
の
程
度

等
を
調
査
し
た
結
果
な
ど
を
労
使
委
員

会
が
参
照
し
、
そ
の
内
容
を
調
査
審
議

す
る
た
め
の
労
使
委
員
会
を
６
か
月
ご

と
に
１
回
（
６
月
・
12
月
）
開
催
す
る

こ
と
と
す
る
」
と
記
載
さ
れ
て
お
り
、

実
施
状
況
の
把
握
の
方
法
の
一
例
と
し

て
参
考
に
な
り
ま
す
。

③　
労
使
委
員
会
の
開
催
頻
度
を
６
か

月
以
内
ご
と
に
１
回
と
す
る
こ
と

　

労
使
委
員
会
の
開
催
頻
度
に
つ
い
て

は
、
従
来
か
ら
標
準
的
な
開
催
頻
度
と

し
て
、
少
な
く
と
も
１
年
に
２
回
と
示

さ
れ
て
い
ま
し
た
。
改
正
労
働
基
準
法

施
行
規
則
で
は
、
６
か
月
以
内
ご
と
に

１
回
と
す
る
こ
と
を
運
営
規
程
に
定
め

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま

し
た
。

　

そ
の
た
め
、
本
書
式
例
で
も
、
開
催

頻
度
を
「
毎
年
６
月
、
12
月
」
と
定
め

て
い
ま
す
。�

●▲

働
制
の
対
象
労
働
者
に
対
し
、
特
別
手

当
が
支
給
さ
れ
る
制
度
を
前
提
と
し
て

い
ま
す
。

②　
制
度
の
趣
旨
に
沿
っ
た
適
正
な
運

用
の
確
保
に
関
す
る
事
項

　

運
営
規
程
に
は
、
企
画
業
務
型
裁
量

労
働
制
の
実
施
状
況
の
把
握
の
頻
度
お

よ
び
方
法
に
つ
い
て
定
め
て
お
く
必
要

■企画業務型裁量労働制に関する運営規程（一部）の例

運営規程

第１条　本会は、●●株式会社労使委員会と称する。
（略）

第●条　労使委員会で審議する事項は次のとおりである。
　　⑴　企画業務型裁量労働制に関すること
　　⑵　（略）

第●条　労使委員会の開催は次のとおりとする。
　　⑴　毎年６月、12月
　　⑵　労使委員会の委員の半数以上の要請があったとき
　　⑶　制度の実施状況等について定期的に調査審議するために必要があるとき

第●条�　労使委員会の議事は、第●条１項第１号に係る決議については、出席した委員の
５分の４以上の多数による決議で決定する。ただし、第●条１項●号に関する事項
については、出席委員の過半数の賛否で決定し、可否同数の時は議長が裁定する。

（略）

第●条�　当社は、対象労働者に適用される賃金・評価制度のうち、人事評価の決定方法お
よび評価と連動した企画業務型裁量労働制の特別手当や基本給等の設置について、
決議を行なうための初回の調査審議において労使委員会に対して説明を行なうこと
とする。

第●条�　当社は、対象労働者の賃金水準や制度適用に係る特別手当の実際の支給状況、評
価結果等に関する分布を労使委員会に開示するものとし、その内容を調査審議する
ための労使委員会を６か月ごとに１回（６月、12月）開催することとする。

（略）


